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第一次大戦後フランス航空機産業と政府の調達行政
　　　　　　　　　　　議会資料を通して

土屋　元＊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Abstract
　After　Wbrld　War　I　in　the　French　Parliament，　disputes　took　place　about　how　to　supervise　the

newbom　civil　air　transportation．　During　the　same　period，　members　of　Parliament　became　aware

that　the　French　aircraft　industry　had　begun　to　decline，　and　this　also　brought　about　hot　debates

amongst　politicians．

　The　Govemment　and　members　of　Parliament　implemented　two　pohcies：firstly，　they　strictly

checked　any　form　of　monopoly　or　haif　rmonopoly　and　secondly，　they　inter▽ened　positively　in　the

aeronautical　market．

　In　this　paper，　I　attempt，　through　detailed　analyses　of　the“Of丘cial　Joumal”，　to　comment　on　Em－

manuel　Chadeau’s　traditional　interpretation　of　the　French　aircraft　industrial　policy　of　the　1920s．

はじめに

　航空機は第一次大戦中、新兵器として歴史上

初めて大量に使用された。交戦国のなかでもフ

ランスは、アメリカとともに航空機の母国を自

認し、航空機生産の先進国であった。大戦中の

航空機機体・エンジンの生産数をみると、フラ

ンスは、機体生産数についてイギリス（55，000

機）についで世界第二位（51，000機）、エンジ

ン生産数については世界第一位（92，000基）で

あった1。

　このことは、大戦が終結すると莫大な軍用機

の余剰につながった。他方、航空機の軍事上の

重要性はもはや明らかであり、新技術開発、機

材生産のポテンシャルを保つ必要があった。こ

のため民間航空業の育成政策が実施された。当

時の商業航空機は「『軍用機を偽装したもの』

に過ぎない」2と言われ、航空機産業は戦時に蓄

積された技術・資材を継承・発展させるための

重要産業であった。

　政府はどのような育成策を講じたのか。ま

た、政府の介入は、いかなる論争を巻き起こし

たのか。本稿は、主としてフランス議会の資料

に依りながら、第一次大戦後の航空機産業をめ

ぐる政策介入について、行政組織編制と議会論

争に焦点を当てて解明を試みるものである。

　ここで、フランスの航空機産業に関する既存

の研究を振り返ってみよう。フランスの航空機

産業についてはシャドー（Emmanuel
Chadeau）の研究があり、メーカーの企業活動

や航空機産業と関わりをもった多種多様なアク

ターが果たした独自の役割を叙述し、航空機産

業とそれを取り巻く環境の全体像を示してい

る3。

　本稿の対象とする第一次大戦後約10年間につ

いてシャドーはそれぞれの企業活動の相違を、

個々の役員・株主などの企業内部のミクロの水

準まで検討しながら述べている4。他方、メー

カーを取り囲んだアクターとして、政策当局者

であった政府、最大の需要者であった軍、商業

航空会社を取り上げ、考察している5。
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　しかし、シャドーの議論には次の問題点があ

る。第一に、資料面である。議i会（立法府）は

国家の中枢に位置する機関であり、しかも当時

の航空機の主たる顧客がほかならぬフランス政

府であったにもかかわらず、シャドーは議会資

料（官報）を散発的にしか利用していない6。

　第二に、航空機の調達を担当した省庁、主た

る使用者であった軍、そしてメーカーなど各種

のアクターの行動をもっぱらその主観にのみも

とついて説明している、ということである。

　典型的な例をあげよう。本稿の扱う時代の航

空機産業政策であった支持政策（politique　de

soutien）の評価に関するものである。シャ

ドーは、この政策が最終的に機能不全に陥った

原因を陸軍の航空機使用の「広範な野心」や、

当局の、「有事の際に国益を唯一防衛しうる手

段は産業に対する厳格な指揮のみである」とい

う「確信」に求めている。また、当局の無能力

を説明するのに、その「i貫習」への依存や「旧

弊」を持ち出している7。こうした内的な動機

による説明は説得力に乏しい。シャドーの議論

には客観性に欠けた点があることは否めない。

　シャドーの十分に活用しなかった議会資料を

検討した場合、支持政策をめぐりいかなる事実

が明らかになるのか。特に、主たる当事者であ

った政策当局　　航空・航空輸送担当副大臣

（以下、航空副大臣または単に副大臣）官房

　（sous－secr6tariat　d’Etat　de　l’a6ronautique　et

des　transports　a6riens）一と空軍当局8、そし

てメーカーの間のいかなる関係が浮かび上がっ

てくるのか。そこから、より一般的に、第一次

大戦後のフランスにおける、国家と航空機産業

の問のいかなる関係が姿を現すのか。さらに、

シャドーは支持政策について、複雑な介入措置

と技術的混乱が結果的に「政策の不在（non－poli－

tiques）」をもたらしたとしているが9、この総

括は妥当なのであろうか。本稿ではこのような

諸点につき明らかにしたいと考えている。

　本論にさきだって、ここで扱う航空機産業の

範囲を確定しておこう。本稿の航空機産業は、

機体製造業とエンジン製造業をさす。これには

開発段階から製造までを行うメーカーもあれ

ば、開発には従事せず他社の開発した機種の製

造のみを行うメーカーもある。自社で開発を行

うメーカーも通常、同時に他社開発の機材の下

請け製造にも従事した。本稿では、こうした諸

関係を内包するメーカー群全体を航空機産業と

して扱う。なお、部品製造業も特記のない限り

航空機産業に含まれるものとする。

　以下、第1章では、第一次大戦直後の時期を

取り上げて政策介入のあり方をみる。第H章で

は、フランスにおける航空機産業の実態を概観

し、産業の危機をめぐる論争を追う。第皿章で

は、政策介入の具体的なあり方を検証し、こう

した介入をめぐって議会で現れた論争を、1928

年の航空省（Ministさre　de　1’Air）設立の時期ま

で検討する。

第1章　第一次大戦直後における航空機

　　　　産業への政策介入　　戦時から

　　　　平時へ

　本章では第一次大戦後の時期を対象に、まず

第一節で、航空機産業に関する政策介入の推移

を、行政組織・監督体制の構築・再編に焦点を

しぼりながら検討する。第二節では、この行政

組織の再編過程で現れた路線対立について、議

会での論争を中心に検証する。

第一節　航空機産業に関わる行政組織の変遷

　　　　　　陸軍省からの自立

　大戦後の1919年、陸軍省の監督下に、航空機i

生産の統括を行う航空総調整機関（Organe　de

Coordination　G6n6rale　de　I’A6ronautique＝0．

C．G．A．）が置かれ、戦時に航空機を統括してい

た陸軍省の扱う範囲をこえて、複数の省庁にま

たがる行政上の調整を行うことになった1°。こ

の機関には、民間も含めた航空ネットワークの

構築を担う部署として航空局（Service　de　la

Navigation　A6rienne＝S．NA）が置かれた。こ

の航空総調整機関は、平時に設立されたにもか

かわらず、機関長に軍人が任命され、傘下の航
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空局もその権限が限られ、全体として軍の強い

影響下にあった11。しかし航空局が陸軍省の支

配下にありながら、他方で航空全般を一元的に

監督しているという問題が指摘され、また一元

的監督機関であるはずの航空局に必要な権限が

不足している、という主張がなされた。ここ

に、航空行政の集中政策の淵源が認められる。

　1919年9月には、引き続き陸軍省＝航空総調

整機関に属しながらも航空局長の権限が拡大さ

れ12、翌1920年には、陸軍省から航空監督の権

限を分離する方向性が明確になった。公共事業

省のもとに航空副大臣官房が設置され13、航空

局はこれに併合されたのである14。

　副大臣官房の初代副大臣には、フランダン

（Pierre－Etienne　Flandin）が任命された。フ

ランダンは、大戦中パイロットとして華々しく

活躍したことにより、戦後になって議員に選出

され、1920年から1941年にかけて航空副大臣、

商業相、大蔵相、公共事業相、首相、外務相な

どを歴任する中道右派（民主同盟）の大物議員

である15。フランダンは、戦争中から商業航空

の推進を唱導し16、戦後、「時代はますます商業

航空のものになり」、副大臣官房の制度は、

「［本来、航空全体の行政を］独占する資格を

もたない陸軍省による独占を突き崩す大変な利

点をもつ」と述べている17。フランダンの副大

臣への登用は、戦時から平時への行政組織の再

編、つまり商業航空が主導する航空機産業育成

を象徴する人事であった。

　もっとも、こうした副大臣官房への権限の集

中には異論がなかったわけではない。官房を陸

軍省に移転する形で、軍事航空と民間航空を統

合する案18や、官房は一時的な形態であり、ゆ

くゆくは国防全般を管轄する機関を設置し、航

空部門を含め陸・海軍、それらの研究・製作部

門をそれに付属させる案19などがあった。官房

による航空の監督体制も万全ではないことは多

くの議員も認識しており、1925年度財政委員会

報告者は依然「行政上の組織化（organisation

administrative）が航空の発達にとって最重

要」の課題と考えていた2°。官房の監督下にお

いても、航空機関連予算の大半は軍事向けのも

のであり、なかでも陸軍省が大きな割合を占め

ていたことに変わりはなかった21。

　しかしながら、副大臣官房の設置により、使

用当局の陸軍省ではなく監督当局としての副大

臣官房に権限が集中された。このことは、業界

への政策介入に大きな変化をもたらした。副大

臣官房は、各省の要求を掌握し、研究・製造の

全体的なプログラムを策定し、実行命令を出す

ようになったのである。使用当局は予算を副大

臣に預ける立場におかれ、使用当局の要求によ

り行われた機材の製造・修繕の支払いは実際に

は副大臣官房が掌握・執行した。副大臣官房に

は航空局のほか、技術局（Service　Technique　de

1’A6ronautique＝S．T．A．）、製造局（Service　des

Fabrications　de　1’A6ronautique＝S．F．A．）、国立

気象局（Of丘ce　National　M6t60rologique）など

が並置され、技術局は使用者（軍など）と製造

者（メーカー）との間に立ち、両者間の仲介・

調整役を果たした。メーカーが新機種の量産契

約を得るためには、この局との、プロトタイプ

（試作機）をめぐる技術的折衝が最も重要にな

り22、技術局は、技術開発面で最も枢要な位置

　　「航空機産業の真の頭脳（le　vrai　cerveau

de　l’a6ronautique）」の位置　　を占めたので

ある23。

　それに対して、依然として最大の使用当局で

あった陸軍省は、在来の諸利害を引き継ぎなが

ら、副大臣官房への抵抗を強め、航空機産業へ

の政策介入をめぐる路線の対抗が現れることに

なった。以下でその経緯を検討しよう。

第二節　1920年代の政策介入をめぐる二つの路線

　航空副大臣官房がフランス政府の航空機購入

契約の窓口となり、陸軍省は大戦中に有してい

た権限を大きくそがれた。しかも、価格交渉を

行ったのは官房だったが、官房は使用当局の負

っていた予算の使用、機材の維持・更新に関す

る一切の責任を負わなかった。使用当局である

陸軍から見れば、産業（メーカー）との間に、
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官房という「奇妙な機関（organe　bizarre）」が

挿入されたのであるgn。そこから、1920年代の

航空機産業をめぐる二つの相対立する路線が生

ずるのである。

　その様子を1926年6月に下院で行われた論争

に見てみよう25。叩き台となったのが、1926年

3月に契約・取引委員会（commission　des

march6s　et　des　sp6culations）のガマール（Henri

Gamard、社会党）が下院に提出した報告書で

ある26。この報告書はサルムソン（Salmson）

社の500馬力エンジンの例をあげ、官房が介在

することにより不要な機材が発注されたことを

指摘した。

　1924年3月、陸軍省はジュピテール（Jupi－

ter）380馬力エンジン10基27、イスバノ・スイ

ザ（Hispano－Suiza）社450馬力エンジン25基、

パナール・ルヴァソ・一・一・ル（Panhard－Levassor）

社500馬力エンジン16基、ファルマン（Far－

man）社400馬力エンジン16基、とともにサル

ムソン社の500馬力エンジンを50基注文した。

この注文において、既にサルムソン社は注文基

数において他社と比べて優i遇されていた。

　同年11月に陸軍相は副大臣にあてた信書の中

で、サルムソン社は苦境に陥っており、同社を

救うには新たに500馬力エンジンを注文するし

か方法がないと聞いているが、「かかる注文を

軍事的観点から正当化するのは不可能だと思わ

れる」と記した28。それに対して副大臣は、サ

ルムソン社を支持する必要性を強調し、1925年

2月、新たに500馬力エンジン50基が注文され

たのであった。前年3月の第一回注文のエンジ

ンは、未だに試験すら行われていなかった。そ

れだけにとどまらず、サルムソン社は官房を通

して受注運動を続けた結果、1925年10月に三度

目の500馬力エンジン50基の受注に成功した29。

　エンジンについて、陸軍省はサルムソン社を

はずすことにより機種数を抑えようとした。そ

れに対して、官房は「［エンジン］産業全体を

支持することは航空界全体の利益」となり、技

術進歩・競争、産業動員のためにも極力「メー

カーを廃業させるべきではない」、そのために

「注文を分散させる」3°べきだとしたのである。

ここに、使用当局としての立場と、官房の主張

する業界全体の保護育成という、相対立する二

つの政策路線が現れている。

　これについて、1926年6月の論争ではガマー

ルが陸軍省の権限を旧来のとおりに復して、行

政組織の混乱を収拾することを訴えた。他方、

この使用当局を重視する路線に対して、ポラン

（Albert　Paulin、社会党）は官房と陸軍省の対

立を解消するために、逆に副大臣よりさらに一

歩踏み込み、陸・海軍の航空部隊、官房のすべ

てを受け持つ一元的機関を設立することを主張

した31。

　ユ926年7月に財政的な理由から官房が廃止さ

れ商業省傘下の局に衣替えされた時も、航空監

督業務が各使用当局に返還されなかったことは

象徴的である。研究史上も、フランダンが航空

副大臣の任についた1920年から、航空省が設立

される1928年までを一つの連続的な時代ととら

える見方が定着している32。確かにこの時代の

航空界は、航空省設置を指向する一元的機関論

優位の時代であった。

第ll章　戦後フランス航空機産業の成長

　　　　　と危機　　実態と認識

　大戦中フランス航空機産業は世界一、二位の

生産実績を示し、自国の陸・海軍だけでなく、

イギリス、ロシア、イタリア、ギリシアの空軍

力にまで機材を提供した33。ところが、戦後に

大きな変化が生じ、技術的な衰退が現れた。そ

れは、陸上軍事航空より海上軍事航空や民間商

業航空の面でみられた。航空機の機種の面で

は、海軍用水上飛行機と商業機鈎で他国に遅れ

をとったのである35。

　本章では、まず第一節で、当該期フランス航

空機産業の実情について全体像を概観し、第二

節で、その実情に関する同時代人の危機認識を

みることにする。
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第一節　第一次大戦後のフランス航空機産業

　第1表は機体とエンジンを合算した、フラン

スの航空機産業の売上高の推移を表したもので

あり、第一次大戦中の急増とその後の急減がみ

られた。しかし同時に注意を引くのは、その後

は第二次大戦前にかけて3、4の例外的な年を

除けば、航空機生産がほぼ順調に増加している

点である36。

　次に航空機産業の市場構造を簡単に考察しよ

う。第一に国内の陸海軍等の政府市場であり、

第二に国内の民間市場であり、第三に輸出市場

である。資料の制約から第一の国内の政府市場

を考察の対象とすると、機体とエンジンを合算

した時にこの政府市場が全市場に占める割合

は、1923年に61％、1929年に66％であった37。

　第2表はフランス政府の機体調達契約のうち

大口契約（15万フラン以上）を、メーカー別に

1923年から1926年の4年間について集計したも

のである。また、第1図は大口契約中の各メー

カーの占有率を示したものである38。これらに

よると、4年間の大口契約の合計額は約5億

7000万フランであり、それを47社が分け合って

いる。占有率トップはブレゲ（Br6guet）社で

20％を占め、2位のファルマン社とあわせる

と、37％であった。全企業数は多いものの、上

位2社を含め4％以上の占有率をもつ上位7社

で全体の65％を占めており、残りの35％を40社

が分け合っている。従ってフランスの機体業界

は、一方における上位社による寡占と、他方に

おける40以上の弱小企業による市場の細分割と

いう、二面性をもっていたと言えよう。

　続いてエンジンについてみると、第3表は同

様に大口契約をメーカー別に1923年から1926年

の4年間について集計したものである。また、

第2図は大口契約中の各メーカーの比率を示し

ている39。これらによると4年間の合計額は約

3億フランと機体の約半分であり、企業数も15

社と3分のユ以下である。占有率トップはロ

レーヌ（Lorraine）社で40％を占め、2位のグ

ノーム・エ・ローヌ（Gnome　et　Rh6ne）社と

あわせると61％の占有率であった。また、上位

5社で94％を占めている。機体と比べてエンジ

ン市場は企業数、上位企業の占有率のいずれを

とってもはるかに寡占的だったと言える。

　ここで、1920年代から叫ばれるようになった

フランス航空機の危機（crise）、航空機産業の

「深刻な停滞（profond　marasme）」4°とは、具体

的にはいかなる事態をさすのかをみてみよう。

第1表航空機産業売上高推移
　（1914年7月フラン換算）

　　　　　　　　　（単位：100万フラン）

機体＋エンジン
年度

国内 輸出 計

1911 6．08 5．56 12．36

1912 11．50 10．95 22．45

1913 13．47 17．62 31．09

1914 30．06 16．81 46．87

1915 144．90 25．08 168．58

1916 270．94 13．85 284．69

1917 323．52 0．00 323．52

1918 537．51 0．00 537．51

1919 91．32 0．00 91．32

1920 10．45 ＊ ＊

1921 23．68 ＊ ＊

1922 29．60 ＊ ＊

1923 20．25 ＊ ＊

1924 32．18 ＊ ＊

1925 54．80 ＊ ＊

ユ926 58．10 ＊ ＊

1927 68．60 ＊ ＊

1928 90．59 ＊ ＊

1929 82．02 34．35 116．37

1930 118．77 ＊ ＊

1931 141．34 ＊ ＊

1932 164．94 ＊ ＊

1933 192．85 ＊ ＊

1934 205．90 ＊ ＊

1935 338．21 ＊ ＊

1936 372．59 ＊ ＊

1937 306．87 15．52 322．38

1938 472．66 13．52 486．17

1939 1，106．73 0．00 1，106．73

注：＊印＝「不明」。

出所：Chadeau，　Etat，entreprise，　p．1302；Annuaire　statistique

de　la　France　1939，　p．149＊より作成。
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第2表　機体メーカー別政府大ロ契約合計額

　　　　　　（1923～1926年分）

　　　　　　　　　　　　　　（単位：フラン）

ブレゲ（Br6guet） 114，802，184．55

ファルマン（Famlan） 95，834，517．40

リオレ・エ・オリヴィエ
iLior6　et　Ohvier）

39，773，319．45

ニユーポール（Nieuport） 39，480，859．85

金属プレス・建材社（SECM） 36，967，194．37

ポテーズ（Potez） 25，354，196．29

ブレリオ（B16riot） 24，066，663．74

その他40社 194，125，586．51

計 570，404，522．16

注：部品は含まない。

出所：Comptes　d6finidfs　des　d6penses，　Sous－secr6tariat

d’Etat　de　r　a〔5ronautique　et　des　transports　a6riens，1923～

1926年分より作成。

第1図　機体メーカー別政府大口契約占有率

　　　　　（1923年～1926年分）

　　　　　　　　　　　　　ブレゲ

その他

　35

フレリオ

　4％

ポテ

　4

　　　　　6％

注、出所：第2表に同じ。

ファルマン

　17％

レ・エ・オリ

7％

ヴィエ

7％

゜一

　それは当初、戦争終了直後に保持しそいた記

録の喪失（他国による奪取）という形で現れ

た。フランスは距離、速度、高度の世界記録を

少なくとも1920年代初頭まで定期的に更新し保

持していた。ところがその後、距離、速度、高

度ともイギリス、アメリカ、イタリア等に記録

を奪われた41。

　他方、実用的な民間商業機についても、速

度、経済性、出力等様々な側面で劣位が現れ

た。なかでも最も遅れが目立ったのは快適性で

第3表エンジンメーカー別政府大口契約合計額
　　　　　　　（1923～1926年分）

　　　　　　　　　　　　　　　（単位：フラン）

ロレーヌ　（lx）rraine）

グノーム・エ・ローヌ
（Gnome　et　Rh6ne）

イスバノ・スイザ
（Hispano－Suiza）

ルノー　（Renault）

サルムソン（Salmson）

ファルマン（Famlan）

パナール・ルヴァソール
（Panhard－Levassor）

その他8社

注、出所：第2表に同じ。

120，058，057．95

63，862，423．50

39，737，013．43

29，842，353．10

29，280，278．89

9，978，462．83

2，874，933．70

3，558，000．00

第2図　エンジンメーカー別政府大口契約占有率
　　　　　　　（1923～1926年分）

　　　　　　　　パナール・ル
　　　フ駕マンヴアig／o一ルそ噛8社

サルムソン

　10％

ルノー

10％

イスバノ・スイザ

　　13％

注、出所：第2表に同じ。

L鍛桃一ロ2ソク

ロレーヌ

40％

あった。フランス製商業機はもともと軍用機と

して設計されたものを手直しして作られていた

ため、本格的な民間商業利用には適していなか

ったのである42。

　フランス製航空機の性能の低下は輸出の減少

としても現れた。第4表は世界の航空機輸出国

中1～3位を占めた43フランス、イギリス、ア

メリカの毎年の輸出合計額に占める3力国それ

ぞれの割合と順位を示したものである。この表

によるとフランスは第一次大戦まではほぼ毎年
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第4表フランス・イギリス・アメリカ3力国の
　　　各年の航空機輸出合計額に占めるそれぞ

　　　れの割合および順位

フランス イギリス アメ リカ

年度 割合 順位 割合 順位 割合 川頁位

（％） （％） （％）

1913 88 1 9 2 3 3

1916 68 1 8 3 24 2

1917 45 1 18 3 37 2

1918 26 2 11 3 63 1

1919 43 1 27 3 30 2

1920 28 2 62 1 10 3

1921 31 2 64 1 5 3

1922 20 2 74 1 6 3

1923 23 2 70 1 7 3

1924 28 2 62 1 10 3

1925 51 1 43 2 6 3

1926 53 1 40 2 7 3

1927 52 1 35 2 13 3

1928 35 2 41 1 24 3

1929 30 3 38 1 32 2

1930 31 3 37 1 32 2

1931 33 2 42 1 25 3

1932 19 3 36 2 45 1

1933 19 3 32 2 49 1

1934 17 3 30 2 53 1

1935 27 3 36 2 37 1

1936 18 3 32 2 50 1

1937 7 3 30 2 63 1

出所：Wagenf（ihr，　R，　Die　Flugzeugindustrie　der　Anderen，

Hamburg，1939，　S．205より作成。

首位を占めていたのが、1920年代にイギリスに

その座を奪われた。1930年代にはアメリカにも

抜かれた。

　フランス航空界の危機は民間商業航空会社の

経営危機という形でも現れた。政府による助成

金にもかかわらず、経営は一向に好転しなかっ

たan。第5表はフランス政府が各年においてフ

ランスの航空会社に対して支給した助成金の推

移を示したものである。また、第6表はフラン

ス政府助成金の、フランスの航空会社の原価に

対する補填比率を示したものである。これらに

よると、助成金は年々増大し、フランスの航空

会社の経営はそれに全面的に依存し続けていた

のであった。

　以上にみられるように、趨勢としては順調に

拡大するものの、保持していた記録は他国に相

次いで奪取され、輸出国としての地位も低下し

た。また、需要を喚起することを期待された民

間商業航空業も、機材が特に快適性の面で商業

利用に適さないもので、航空会社の経営も助成

金頼りだったのである。

第二節　危機の認識

　問題は、前述した航空機産業の危機的状況

が、さきにみた官房への権限集中と並行して現

れてきた点にある。こうして産業危機の認識

は、行政組織のあり方をめぐる対抗と結びつい

ていた。

　商業航空の経営危機を含め、当時、危機は

「機材に関する危機」（crise＿d’ordre　mat6

riel）45、すなわち適切な機材の不在に起因する

危機だとされていた。毎年の議会における、財

政委員会報告では、1920年代の早い時期からフ

ランス航空界に対する懸念が表明されてい

た46。しかし、最も鮮烈な形で「危機」を訴え

たのは、1927年度予算作成の際の報告であっ

た。報告は以下のように始まる。

　「皆様方、わが国の軍事・民間航空界の状況

が本年ほど深刻で皆様による検討を要したこと

はかつてなかったかも知れません。

　現在、そしてこれからそれ［＝フランス航空

界］はこの上なく重要な局面に差し掛かかろう

としています。この局面にその未来の発展、そ

して　　このように断言することは全く誇張で

はありません　　その存続さえもがかかってい

ます…」47。

　危機の原因として議会では以下の三つの点が

取り上げられた。

　原因の第一は、市場の構造にあるとされた。

これは、戦後各国が競って展開した商業航空用

の機材において顕著であったといわれる。フラ

ンスでは、陸・海軍向けの軍用機の需要が商業

機のそれに比べて圧倒的に大きかったために、
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第5表航空会社への助成金額の推移

年度

助成金額

i名目フラン）

　　　　助成金額

@　　（実質フラン

譓??914年7月）

1919 1，545，000 424，451

1920 6，207，000 1，193，654

1921 25，180，000 7，153，409

1922 34，108，000 10，211，976

1923 36，062，000 8，425，701

1924 41，100，000 8，236，473

1925 51，340，000 9，151，515

1926 60，250，000 8，391，365

1927 78，650，000 12，484，127

1928 115，000，000 18，138，801

出所：Thomas，　op．　cit．，　p．22；Annuaire　statistique　de　la

France　1939，　p．149＊より作成。

第6表助成金の原価に対する割合
　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

年度 割合

1921 84

1923 73

1925 87

1926 63

1927 81

1930－1931 83

出所：J．0．，Doc．　P中の予算編成のための財政委員会報告

（各年度分）に掲載のRendement　6conomique　des　compa－

gniesより輸送トン・キロベースで各社値を加重平均して計
算。

メーカーは純粋な民間機を開発するインセンテ

ィブをもたなかった。そこで、既述のとおり、

元来軍用機であったものを改造して商業機とし

ていたのである。そして他方で巨大な軍需を、

官房の出す要求事項に従いながら満たすにとど

まっていた48。前章でみた路線対立は行政組織

上、官房側の勝利に帰した。しかし、メーカー

の側ではいまだに軍需に依存せざるをえない構

造が残存しており、フランス航空機産業は商業

機開発に遅れをとったのである。

　危機の原因の第二としては、予算の不足とり

わけ、技術開発額の少なさが注目を集めた。1930

年度のフランスの航空関連予算の総額約20億フ

ランのうち、4分の3は陸・海軍のものであ

り、残りのうちの半分近くは商業航空会社への

助成金が占め、技術開発予算は全体の10％にも

満たなかった49。「議会は予算を渋ったことはな

い」との弁明もあるが5°、イギリス政府が投じ

た研究開発費は1920年から1928年累計で

8，500，000ポンドであり、同時期のフランスの

それの3倍に達していた5’。同様にドイツも、

大戦後は自国内での軍用機生産を禁止され、航

空機製造は実質的に民間機に限られていたが、

政府の技術開発向け予算は1928－1929年度で

は、フランスの軍事を含めた全航空向け当該予

算のやはり3倍に達した52。研究開発にかける

予算の規模は、諸外国に較べて決定的に少なか

った。

　第三の原因は陸軍省等の使用当局と官房の関

係、特に官房の政策である。官房の中でも技術

局は、プロトタイプの開発・製造を管轄し、量

産品を担当した製造局とともに航空機技術を全

面的に統括した、きわめて広範な権限を有した

部署である。そして、この官房に権限を集中さ

せるというのが、フランダンらの政策路線であ

った。議会では、航空機の性能に関して技術局

が非現実的な高度な要求を出し、それを頻繁に

変更したことが取り上げられた53。さらに、技

術局が航空機製造に関して「公式の技術（sci－

ence　of且cielle）」を制定し、私企業の研究、製

造者、使用者をそれに従わせようとした点が問

題にされた。そのことによって企業の自由な研

究・開発活動が妨げられ、また使用者の真の要

求とかけ離れた航空機が作られたと批判された

のであった54。

　結局、以上のような欠陥を指摘された技術局

は、1926年11月5日のデクレにより製造局と合

併され、航空技術・産業局（Service　Technique

et　Industriel　de　1’A6ronautique＝S．T．1．A）　とな

った。デクレの制定に際し蔵相ポワンカレ（Ray・

mond　Poincar6）と商業相ボカノフスキー

（Maurice　Bokanowski）連署の報告書が大統

領に提出された。それによれば、この合併は技

術局、製造局の役割を官房の他の部局が案出し
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た施策の執行に限定することにより、全体の機

能を改善することを目的としていた55。

　以上にみたように、フランス航空機産業の実

情に関わる危機の認識は、副大臣官房そのもの

への批判に結びついていった。

　では、官房が主導した政策は、具体的にはい

かなるものだったのだろうか。次章で検討しよ

う。

第lll章　政策介入の諸相　　「支持政

　　　　　策」をめぐる論争

　副大臣官房を率いたフランダンは、自らの案

出した政策を「支持政策」と呼んだ。航空機産

業がいつでも産業動員令に応えられるよう、多

数のメーカーに、平時からその存続を可能にす

る一定程度の業務を保証する、というのがその

狙いであった56。この「支持政策」は、どのよ

うな論理にもとついており、どのような論争を

呼ぶことになったのか。以下、本章では、この

政策路線の実態と論争の推移をみていくことと

する。

第一節　「支持政策」の市場観　　「独占・半

　　　　独占」の回避

　「支持政策」の政策論理にとって、枢要の位

置を占めるのが、その市場観である。フランダ

ンはじめ、この政策の唱道者たちは、「少数企

業による独占からも、逆に無数の弱小企業への

注文の過度の分散からもかけ離れた政策」

（politique．．．6galement　610ign6e　des　monopoles

et　de　l’6parpillement　des　commandes）57を称揚

した。

　この市場観は、第二代の航空副大臣のロラ

ン・エナック（Andr6　Laurent－Eynac、急進社

会党）にも引き継がれた。ロラン・エナックは

陸軍相への書簡のなかで「エンジン産業全体を

支持すべきである。ロレーヌとルノー
（Renault）［の2社］に事実上の独占（monopole

de　fait）の地位を与えるのは健全な産業・技術

政策の原則に反し、エンジン会社を危険な状態

に追い込む」と書いている58。ロラン・エナッ

クはまた、独占、半独占と並んで供給業者の連

合体（consonium　de　foumisseurs）への反対も

表明している59。

　こうした市場観は、政府当局者だけでなく、

議員にも共有されていた。それは、ときとし

て、フランダン、ロラン・エナックなど副大臣

の議論より徹底していた。その好例が1926年の

契約・取引委員会の議論にみられる6°。この年

には、前副大臣のフランダンがフランスの軍事

航空の現状と最適な契約方法を探るために院外

委員会（commission　extra－parlementaire）の

結成を提案していた。これに対し、前出の契

約・取引委員会の報告者ガマールが、次のよう

にフランダンの案を批判した。院外委員会には

メーカーの代表が多数入り、このような委員会

が結成されれば1920年頃の状況、つまりメー

カーの連合体が「航空機在庫清算会社（soci6t6

commerciale　de　liqllidation　des　stocks　de

l’aviation）」を構成していた状況に戻ることに

なる、と言うのである6’。同社は株主と取締役

をメーカーの出身者が占めた。そしてガマール

によれば、航空機の在庫の売却市場で自由競争

をゆがめ在庫をメーカー自身などに安値で売却

し、「国庫の犠牲の上に」メーカーの利益を追

求したというのである62。

　これらの政府当局者や議員の発言は、フラン

ス政府・議会の市場観を物語っている。それ

は、単一もしくは少数企業によるものであれ、

企業の連合によるものであれ、あるいは政府の

委員会に企業人が多数入ることによりそれを支

配することによるものであれ、いかなる形の独

占にも反対する、というものであった63。こう

したコンセンサスを基礎に展開されたのが、次

にみる「支持政策」である。

第二節　「支持政策」の展開　　契約・取引委

　　　　員会報告（1926年）

　具体的な支持政策を、1926年の契約・取引委

員会の報告64からみてみよう。

①開発費の追加請求　まず、メーカーが機体の

開発に手間取り、追加的な支払いを要求してき
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た例である。問題の機　　ファルマン110A2

型偵察機　　は、部隊に配備されてから重大な

欠陥が発見された。そこで陸軍相はその製造を

中止させ、ファルマン社による品質保証にもと

ついた修繕を行わせようとした。ところがファ

ルマン社は、契約額の約6分の5にあたる900

万フランを既に受け取っていたにもかかわら

ず、製造過程での欠陥の存在を否定した上で、

陸軍省が要請した修理の費用として140万フラ

ンを上乗せ請求した。陸軍省は当初は拒否した

が、官房が介入し、結局妥協して半額の70万フ

ランを支払った。そして官房はさらに、この修

繕にともなう納入の遅れに起因する損失に対し

て100万フランの前払金をファルマン社に支払

うよう、陸軍省に要求したのであった。

　官房はメーカーの要望を半ば受け入れること

によってそれを支持した。現職の航空副大臣で

あったロラン・エナックは「これは不手際や事

前に予測しうる構想のミスでは決してない。困

難は大部分［メーカーが］技術進歩を求めたこ

とによる。…私は技術進歩を追求するメーカー

の努力から生じうる変調を国は緩和しなければ

ならないと考える」と指摘した65。このよう

に、追加的支払いは、政府による技術開発促進

策の一環であるとして正当化されているのであ

る66。さらにロラン・エナックは、複数のエン

ジン会社への注文の分配政策が競争をもたら

し、結果的に優れたエンジンを生み出したこと

を強調した。「従来、大量に注文されていたロ

レーヌ、ルノーに対して私はサルムソン、グ

ノーム・エ・ローヌ、ジュピテール、ファルマ

ンを少量注文することを陸軍相に推奨した。そ

の後、陸軍省は［それらの製品の優秀さを認識

し、］サルムソン、グノーム・エ・ローヌ、ジ

ュピテールの注文を［実際に従来より］増やす

ようになった」67。

②分納金　支持の形態としてもうひとつ重要な

ものに、分納金（acornptes）があげられる。

3つの事例をみてみよう。

　第一に、1924年にサルムソン社と交わされた

エンジン購入契約の例である。ここでは、契約

の全体の履行に必要な原材料の全部もしくは一

部の仕入れまたは加工の段階で、契約高の6割

を占める294万フランの分納金の支払いが規定

されていた。この分納金は1924年6月、7月、

8月、9月、10月の5回に分けて支払われた。

ところが、このことによってメーカーに契約が

正式に通知された同年6月から1ヶ月もしない

うちに119万フランが、6週間で200万フラン近

くが受け取られたのであった。実際に納入が始

まったのは10月であった68。

　第二に1922年8月に結ばれたファルマン社の

600馬力エンジンの契約の例である。分納金は

契約高の6割を占め、同8月（契約日の翌

日）、11月、そして翌1923年の1月から5月に

かけて支払われた。エンジンの納期は1923年5

月から1924年6月にかけてであった。ところ

が、1925年7月の時点で最終組立段階にあった

エンジンは1基にすぎなかった。契約から4年

が経過していたが、契約・取引委員会が確認し

たところでは1926年2月の段階で同エンジンは

1基しか実際に飛行機に搭載されていなかっ

た69。

　第三に1924年初頭のブレリオ（Bl6riot）社の

スパッド（SPAD）81型戦闘機iの例である。通

常、機械製造される量産機は、最も技能の高い

労働者によって最良の原材料を使って作り上げ

られるプロトタイプと比べてその性能が10％程

度劣るのが相場とされていた。それに対し、こ

の機種は35～40％も劣っていた。受け入れを拒

否した陸軍省は契約額の12分の11の分納金を既

に支払っていたが、支持政策に則ってその返済

は求められなかった7°。

　このように分納金の制度により、機材の納入

前（サルムソン・エンジンの例）、製造前（フ

ァルマン・エンジンの例）、そして機材の受け

入れを拒否せざるを得ない場合（スパッド81の

例）にも大金がメーカーに支払われていた。こ

うした分納金の制度は、1862年と1869年のデク

レ71の規定を第一次大戦中の緊急事態のもと
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第一次大戦後フランス航空機産業と政府の調達行政

で、その支払い条件を緩和し、1920年5月に航

空副大臣が規定の解釈を拡大したことによっ

た。ところが、分納金は実質的には無利子の前

払金となっていた72。それでも、それを抑制し

たならば最も技術的には優れていながら資力を

有さないメーカーが排除されてしまうと述べ、

フランダンはこの制度を擁護している73。

③恣意的な価格設定　メーカー側の恣意的な契

約価格設定も指摘されている。例えばファルマ

ン社の航空機の場合、同社は材料費を2倍にす

ることによって一般管理費を含む「原価」と

し、これを3倍した額を「販売価格」とし

た74。このように、いくつかのメーカーは正確

な経理を行わず、恣意的な販売価格設定の係数

を適用することによって、可能な限りの利益を

あげようとした。ここで重要なことは、当局が

メーカーの価格を受け入れて、何らの制裁も課

していない点である。前述のとおり、官房の設

置以来、注文した機材の支払いの権限は使用省

から官房に移っていた。そうした中で、議会で

はメーカー側の恣意的な価格設定は、使用当局

に原価の確認、購買価格の吟味・折衝の権限が

ないこととの関係で問題にされた75。

④納入の遅延と罰則金　これは、納入の遅延と

それに対して本来支払われるべき罰則金の問題

である。納入の遅延は二段階に分けられた。第

一段階は官房がメーカーに対して行う正式な発

注通知の遅れである。メーカーはその前の段階

で、陸軍相が副大臣に注文を伝えた時点で生産

を始めるため、実質的な納期の延長を許容され

ていた。陸軍相が注文を副大臣に伝えてから副

大臣がそれを正式にメーカーに通達するまでの

期間が実に2～3ヶ月に及ぶ例があった。納入

遅延の第二段階は納期そのものに対する遅れで

ある。第一段階、第二段階いずれにしてもメー

カーは納入の遅延にともない、本来支払うべき

罰則金をほとんど請求されなかった。例えば議

会では、1921年から1924年にかけてブレゲ社、

ポテーズ（Potez）社、ファルマン社、ブレリ

オ社、ニューポール（Nieuport）社、サルムソ

ン社、ロレーヌ社、S．E．C．M．（Soci6t6　d’Embou－

tissage　et　de　Construction　M6talhque：金属プ

レス・建材）社が本来支払うべきであった

13，287，709フランのうち、6％弱にあたる

770，000フランしか実際には支払わされていな

かった事例が取り上げられた。このような数字

は、この問題を追及した議員によれば、官房

の、メーカーに対する「非常な好意（extr合me

bienveillance）」を示唆するものであった76。

⑤「ひいき」のメーカー航空機産業の中の特

定の企業との特別に強い結びつきもみられた。

その一つが、契約・取引委員会報告によれば、

すべてのメーカーが平等に扱われるとの建前と

は裏腹に、陸軍省の中で発注機種と機数の決定

を担当した第12局（12e　direCtiOn）に「ひい

き」のメーカーが存在したことである。「ひい

き」のメーカーとは、合理的な根拠がないにも

かかわらず、結果的に優遇され、多くの注文を

与えられたと委員会報告者が述べているメー

カーである。例えば、機体については戦闘機で

はニューポール社、偵察機ではブレゲ社、爆撃

機ではファルマン社であり、エンジンはイスバ

ノ・スイザ社、ロレーヌ社、ルノー社であっ

た。議会では、当時の第12局の方針は、「いく

つかのメーカーを特定の用途の機種に特化させ

なければならない。そして、そのメーカーのみ

が存続することを許される」というものだと認

識された。第12局におけるこうした「ひいき」

のメーカーの存在は、第12局の属した陸軍省と

官房の対立の一因だともされた77。

⑥コンクールの恣意的な運営　コンクールの公

式の手続きは次のようなものであった。すなわ

ち、まず技術局が各機種に関する要求事項を一

覧表にし、次に契約が（1）基本的なスペック

の設定　（2）研究　（3）プロトタイプ製造

（4）プロトタイプ納入、そして（5）量産の順

に結ばれていくという、形式的に洗練されたも

のであった78。しかし、当局に「ひいき」の

メーカーがあった以上、コンクールの実際の運

営は変則的なものになりがちだった。メーカー
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がプログラムに示された改良を加えた機種を提

案したかと思うと当局が突然意見を変え、コン

クールを取り消し、新たな、別の要求を盛った

コンクールを次年までに組織した。しかも、そ

のコンクールも形骸化し、結果の発表は遅れ、

その間に「ひいき」の会社が他社の、より優れ

た機種と同等の機種を開発する時間が与えられ

た。こうした後追いの開発は、他社の行った研

究の成果を活用することにより容易であった。

そして、部材の調達、在庫確保の問題もあり、

結局は従来機と同じメーカーに発注がなされる

ことがあった。さらに、従来、コンクールの開

始までに提案する機体のできあがっていない

メーカーがあると、コンクールの開始を遅らせ

ることもあった79。

　以上にみた支持政策の諸相は、同時代の議会

で狙上にのせられたものであり、反対者の側か

らのややゆがめられたキャンペーンも含まれて

いると思われる。しかし、同時代の議員のイ

メージであるとはいえ、それは、公正・透明な

市場のあり方とは、かなりの隔たりがある政策

であることは否めない。だが、それでも発案者

フランダンはこう言い切っている。「もし支持

政策を禁止し、市場をすべての新しいメーカー

に向けて開けば、初めは競争、自由を最優先し

たと思うでしょう。4～5年後には真の独占を

つくり、財務的な力の強いメーカーを利するで

しょう。そうしたなら国の利益のためにメー

カー間の選択をしたのではなく、［支持政策の

批判者が時々使う言葉を用いるなら、］金力

（puissances　d’argent）のみを利した選択をし

たことになったでありましょう」8°。いずれにし

ても、「独占の排除」が支持政策を支える理念

とされているのである。

第三節　「支持政策」への批判

　さて、1920年から実施された支持政策は、さ

きにみた論争の行われた1926年にもなると、議

会で批判を浴びるようになった。ここでは3人

の論者の主張をみてみよう。

　まず、フランダンである。議会での支持政策

に対する一般的な批判は、それが航空機の適当

な供給を保障する数をはるかに上回る数のメー

カーの経営を維持している、とするものであっ

た。この点は、フランダンも指摘したものだっ

た。フランダンは1926年の時点でも支持政策の

必要性を認め、それは産業動員が要求するもの

であり、動員時に生産を拡大しうるメーカー、

研究所を維持しうるだけの利潤をあげている

メーカーを支持することを目的としているとし

た。しかしながら現行の支持政策の問題点は支

持の対象のメーカーが多すぎ、技術進歩も利潤

ももたらしていない点にあるとした81。

　次に、契約・取引委員会の報告者であったガ

マールは以下のように支持政策を批判した。

　第一に、支持政策は別名、産業分配政策（poli－

tique　de　r6partition　industrielle）と言われた

が、ガマールはこの政策について、次のように

論じている。すなわち、発案者フランダンがそ

れを企業間の競争の促進、技術進歩の促進、産

業動員への備えから必要と考えたことには賛成

する。しかし、使用当局特に陸軍省が必要とも

しない機材の購入にその予算を使用させられて

いることには強く反対するのである。

　第二に、ガマールは支持政策がその本来の意

図通りに機能していないことを強調する。すな

わち、メーカー間の競争が有効に促進されてい

ないと言うのである。これは、航空機の納入に

際しては、各メーカーはあらかじめ一定程度の

選別を受けており、その結果、最終的な契約が

一般競争入札でなく、当局とメーカーの双方の

交渉を経て、双方の合意にもとついて行われる

ためであった。ガマールによればこのような手

続き自体は国家による入札、国家との契約につ

いてのデクレに明示された方法であった。しか

し、同デクレに記された、競争と公開性を求め

る条項には違反した82。

　第三に、ガマールは支持政策が支持対象メー

カーの過多という側面とともに逆に支持対象と

ならないメーカーを排除する側面をももつと

し、このことも研究、発明、技術進歩を妨げて
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いるとする83。

　第四に、ガマールは、使用当局に納められる

機材の「正常」な価格と、航空機産業を支持す

るための価額を区別することによって、政府の

会計を明瞭化させなければならないとした。そ

うすることによって、始めて産業を支持する目

的で支払われる割増額を議会が把握できると言

うのである。

　最後に、これらの議論を受けて、契約・取引

委員会の委員長デルテイル（Roger　Delthil押

は、支持政策の現状を次のように総括した。デ

ルティルは、産業動員の準備という支持政策の

動機には合意するものの、現行の支持政策は

「内輪の政策（politique　de《camaraderie》）」

であり、それは産業動員政策（politique　de　mo－

bilisation　industrielle）ではなく、「財政の死

（mort　des　finances）」、「国防の死（mort　de　la

d6fense　nationale）」を意味したというのであ

る85。

第四節　「支持政策」への対案

　こうして支持政策批判が議会に定着すると、

この政策への対案も論じられるようになった。

1926年の議会討論で論議された二つの代表的な

案をみておこう。

　対案の第一は、ライセンス政策（politique　des

licences）である。ライセンス政策とは、開発

メーカーのエンジニアが当局に提出した技術仕

様が、技術的に興味深く、契約の対象となりう

ると判定された時に、当局が量産の権利をその

メーカーから買い取るというものである。これ

によって、比較的少額の補償を支払うことと引

き換えに、当局がその機種の製造権を複数の

メーカーに分け与えることに開発メーカーが同

意したことになる。ただし、開発メーカーは他

のメーカーより多くの注文を得た。また開発

メ・一一一・カーはライセンスを受けて製造したメー

カーに支払われた額の一定割合を受け取る権利

をもった。

　対案を提示したパテ（Henry　Pat6、急進社会

党）は、支持政策からライセンス政策への移行

を説いて以下のように述べた。「当局は支持政

策の名の下でいくつかの機材をそれ自体の性能

のためでなく、ある時点における機材の開発

メーカーの経営状況を考慮して注文してきた。

［今後は］政府は自分の選んだ機材を、開発

メー・・一カーだけでなく、それ以外の会社に、これ

を休眠状態に陥らせないために、製造ライセン

ス（licences　de　fabrication）によって注文しな

ければならない」86。

　興味深いことに、ライセンス政策推進派の議

員だけでなく、政府当局者もこの政策に理解を

示したのである。ロラン・エナックは、ライセ

ンス方式を、乱用して機種数を極端に絞り込ん

だり、民間の活力を損なったりしない限りで推

奨した87。またパンルヴェ（Paul　Painlev6、急

進社会党）陸軍相は、フランダンがメーカー数

の削減をうたっているがその政策は「半独占政

策」だとして反対し、それと引き換えにライセ

ンス政策を採用すべきだとした88。

　議員対案の第二は、試作工廠（atelier－t6－

moin）や国営企業の設立案である。例えば契

約・取引委員会のガマールは、支持政策は国家

をメーカーの連合体に従属させ高くつくとし、

そうした連合体を抑制するために国営企業を設

立すべきだとした89。委員長デルティルも、第

一次大戦中に民間の企業の模範となり、それに

必要な行動指針を与えたのは工廠だったという

指摘を付け加えた9°。

　ところが、この工廠・国営企業形式に対して

は、支持政策賛成派の人々が激しく反発した。

プロカール（Antonin　Brocard、左翼共和党）

は、委員会が試作工廠の設立や国家の施設の使

用を提案したのに対して、原価を測定するだけ

でなく量産まで行うと言うのなら重大な問題だ

とし91、国家による産業経営に消極的な態度を

示した。ロラン・エナックも、契約・取引委員

会の提案した工廠方式に対し、技術革新の激し

い航空機産業においては公的な努力は民間の競

争を代替しえず、反対だとした92。フランダン

も、委員会案は工廠に航空機をつくらせようと
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しているが、そのためにはその設備を大幅に増

やし、また航空機製造の専門技術者を大幅に雇

い入れなければならないが、厳しい財政状況の

なかでそうした政策が妥当かと疑問を呈し

た93。

　以上のように、対案をめぐる論争は、この時

点では平行線をたどった。しかし、フランダン

にはじまる「官房路線」「支持政策」の行き詰

まりは、もはや誰の目にも明らかなものとなっ

た。

　こうした情勢のなか、1928年には副大臣官房

が正式に廃止され航空省が設置される。既に航

空省が存在していたイギリスやイタリアでは絶

えずその分割が要求されていたことを引用し、

その設置に慎重な意見もあった94。しかし航空

省設置賛成派のパテは「単一性が望ましいが、

専門性も必要である（Unit6　souhaitable．－Sp6－

CialiSation　n6CeSSaire．）」というスローガンで、

省の各部局が専門性と自立性を保持する必要性

を説いた上で、航空省の設置を力説したのであ

った95。

おわりに

　第一次大戦後、フランスの航空機産業はその

競争力を低下させた。民間商業航空という、当

局による新しい監督対象が現れたことをめぐっ

て議会では、各々の使用当局の自立性を重視す

る考えと、航空界全体を一元的に監督する考え

とが相対立した。優位を占めたのは後者だった

が、おりからフランス航空機産業の技術的後退

をめぐる危機意識が顕在化した。そのため、一

元的監督機関　　航空副大臣官房　　の採用し

た支持政策の実施方法・成果をめぐって議会で

激しい論争が展開された。

　この論争は単なる行政組織の編制をめぐる路

線の対抗という問題を越えていた。本稿で議会

資料を検討した結果、航空機調達行政や支持政

策そしてまた国家と航空機産業の間の関係につ

いていかなる事実が明らかになったのであろう

か。

　まず第一にあげられるのは、フランス政府・

議会内で支持政策を採用する動機として、いか

なる形の独占をも阻止するという市場観が広く

共有されていたということである。この市場観

は自由競争を保障し、航空機産業界全体を育成

することを目指すものであったが、その反面、

小企業の過度の繁茂を引き起こした。

　第二に、支持政策の様々な具体的な実施形態

である。シャドーは、第一次大戦後から航空省

設置までの航空機産業政策を総括して、最終的

には当局による「複雑な介入装置の積み重ねと

技術的混乱」が「政策の不在」に行き着いた96

と述べた。しかし、本稿で明らかになった支持

政策の様々な実施形態はこうした言葉で片付け

られるものではない。政府は、航空機購入に関

わる法規を拡大解釈したり、各メーカーに対す

るおのれの中立性を犠牲にして市場の透明性を

損ないながらも、何とかして航空機産業を後押

ししようとした。議会で行われた論争は、そう

した政府が市場の競争条件への政策的介入に何

よりも強い関心をもっていたことを示してい

る。

　最後に、以上で進めてきた考察から、次のよ

うな論点が浮かび上がる。

　第一に、本稿で取り上げた議会資料の中で、

他国と比較した場合のフランス航空機産業の技

術的優位性の喪失が盛んに叫ばれたのだが、そ

れがどの程度客観的なものと言えたのか、とい

うことである。議会で危機が叫ばれたことの裏

には、軍の危機意識やメーカー自身の経営上の

窮状の訴えなどがあったことと推測される。そ

して、本稿で述べたように様々な世界記録を失

い、輸出国としての地位が低下したことなど

は、技術的優i位性の喪失を裏打ちしている。ま

たシャドーもその原因として（1）科学的素養

よりも「現場」を重視する企業家の伝統　（2）

教育体制の不備　（3）公的な研究体制の不備

（4）技術に関する当局の謬見をあげ97、こうし

た見方は通説となっている98。ところが議会資
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料にせよ、シャドー説や今日の定説にせよ、航

空機の技術に関する定量的な分析や、国際比較

にもとついた実証的分析が欠けているのであ

る。言い換えると、フランス航空機の相対的な

技術の低下が見られたことはほぼ間違いないの

だが、それが具体的にどのような技術に関して

どの程度そうであったのか、また国外のどの機

種と比較した場合にそうであったのか等が、未

だ正面から取り上げて論じられていないのであ

る。この点の解明が今後の一つの課題となるで

あろう。

　第二の論点は、当時の政策に関わるものであ

る。すなわち、独占を阻止することにより競争

状態をもたらし、技術革新を促そうとした、一

見論理的に首尾一貫していそうな政策がなぜ無

効であったのかということである。

　この点について本稿から示唆されるのは以下

のような点である。すなわち、このような国家

　　産業　　技術間の関係については、例えば

国家を政策の「主体」、産業を「客体」、そして

技術を政策の「領域」ととらえ、国家が一方的

に産業に対して技術を対象とした政策的介入を

行うという、単純なみかたでは全体の構図やパ

フォーマンスは理解できないということであ

る。必要とされるのは、国家、産業、そしてま

たその他のアクターの内部まで検討し、なおか

つそれらの聞の作用、その動機、そのインセン

ティブ等をときほぐし、その上で一つの解釈を

提示することである。

　こうしてみると、第一次大戦後の航空機産業

の事例は、フランスにおける国家、産業、そし

て当該産業の担う技術開発という三者の間の関

係を考察する上で格好の研究対象を提供してい

ると言えよう。

注

1　主要国の機体・エンジン製造数は以下のと

　おり。フランス（51，000／92，000）、ドイッ

　（48，000／41，000）、イギリス（55，000／

　41，000）、イタリア（12，000／不明）、アメリ

　カ（14，000／42，000）。Molho，　D．　et　P61adan，

　R．，1／Industrie　aeronautique，　Paris，1957，　p．15．

2　Thomas，　E，1α　Crise　de　l’atironautique

　frangaise　et　l’ceUVPte　du　ministbre　de　l’Air

　（thさse），Paris，1930，　p．11．

3　　Chadeau，　E．，　Etat，　entrePrise　et　develoPPe－

　ment　6conomique：1’industrie　ae’ronautique　en

　France（1900－1940？（thさse），Nanterre，1985．

4　シャドーはこの時期のメーカーを3つに分

　類している。第一に、航空機産業のパイオニ

　アによって経営されたオーナー企業である。

　第二に、木材加工業、金属加工業、造船業・

　海運業のような隣接業種から参入した企業で

　ある。そして第三に、従来からの航空機の製

　造活動の枠を大きく超えた、持株会社に近い

　機能まで果たした企業である。Chadeau，　Etat，

　entreρrise，　pp．595－743．

5　　Chadeau，　Etat，　entreprise，　pp．547－565．

6　注3に掲げた博士論文では、議会資料の中

　で、各種委員会の報告書等（Documents　Parle－

　mentairesと呼ばれるもの）の参照も少ない

　が、議i会での論議の議事録そのもの（D6bats

　Parlementaires）の参照にいたってはほとんど

　皆無である。

7　　Chadeau，　Etat，　entreprise，　pp．581，582，591．

8　本稿の主たる対象とする1920年代において

　は空軍力はいまだ空軍として独立しておら

　ず、陸軍と海軍に属していた。空軍は1933年

　に設立された。

9　　Chadeau，　Etat，　entreprise，　p．594．

10　1919年6月6日付デクレ。Joumal　Of丘ciel

　（以下J．0．と略），Lois　et　D6crets，8juin

　l919．

11　　Chadeau，　Etat，　entrep　rise，　p．539．

12　1919年9月7日付デクレ。J．0．，　Lois　et　D6－

　crets，14　septembre　1919．

13　Chadeau，　Etat，　entreprise，　p．539．官房は1926

　年に財政危機iのため廃止されるが、1921年に

　2代目副大臣に任命されたロラン・エナック

　（Andr6　Laurent－Eynac）が廃止後も「無報酬

　の特別任務閣僚（charg6　de　mission　temporaire

　non　r6tribu6e）」として引き続き任にあたった

　ことから、官房の体制は実質的には航空省の
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　設置される1928年まで持続したと考えられ

　る。J．0．，　Documents　Parlementaires（以下

　Doc．　Pと略），　Chambre　des　D6put6s（以下

　Ch．　D．と略），2es6ance　du　4　juillet　1924，　an－

　nexe　n°227、及びChadeau，　Etat，　entreprise，　p．

　514。以下、J．0．，　Doc．　Pは特記のない限り陸

　軍省、海軍省、公共事業省（ただし1927・1928

　年度は公共事業省ではなく商業省、1929年度

　以降は航空省）の各年度予算法案の検討のた

　めの財政委員会（commission　des　finances）

　による報告である。

14　1920年1月30日付デクレ。J．0．，　Lois　et　D6－

　crets，31　janvier　1920．

15　Hodeir，　M．，加Chambre《bleu　horizon》et　la

　commission　de　l’α7勉62　face　aUX　Probl2mes　de

　l’aviation　militaire　（1919－1924？（Colloque　in－

　ternational　sur　l’adaptation　de　l’arme　a6rienne

　aux　conflits　contemporains　et　les　processus

d’ind6pendance　des　a㎜6es　de　1’air，　Paris，

　septembre　l984）参照。フランダンは1921年

　に副大臣のポストを去った後も十年間フラン

　ス航空クラブ（A6ro－Club　de　France）の会長

　であり続けた。なお、フランダンはその姿勢

　が大産業家擁護のものであるとして左翼など

　から批判された。De　Fougerolle，　C．，“Flandin”

　in：Yvert，　B．，　dir．，　Dictionnaire　4es　min　is　tres

　（1　789－1989り，Paris，1990，　pp．458－459．

16　　Chadeau，　Etat，　entrep　rise，　p．539．

17　J．0．，Doc．　P，　Ch．　D．，2es6ance　du　4　juillet

　l924，　annexe　n°227．この報告は海上航空組織

　化の法案に関するものであるが、航空一般に

　関する問題も取り上げている。

18J．　O．，　Doc．　P，　S6nat（以下S．と略），　s6ance

　du　10　mars　1921，　annexe　n°106．

19　J．0．，Doc．　P，　Ch．　D．，2es6ance　du　12　juillet

　！921，annexe　n°3148．

20　報告者はパテ（Henry　Pat6）であった。　J．

　0．，Doc．　P，　Ch．　D．，　s6ance　du　27　ao｛1t　1924，

　annexe　n°521．

21　1921年から1923年まで、陸軍省、海軍省、

　植民地省向けに納入された額の比率はほぼ100

　対10対1である。Ibid．

22　　Chadeau，　Etat，　entreprise，　pp．565－593．

　Chadeau，　E．，‘Tactiques　a6ronautiques　et　con－

　traintes　industrielles　en　France　（1912－1928）”，

　Revzae　Historique，　n°551，1984，　pp．79－89．

23　J．0．，Doc．　P，　S．，　s6ance　du　IO　mars　1921，

　annexe　n°106．

24　J．0．，Doc．　P，　Ch．　D．，2es6ance　du　4　juillet

　1924，annexe　n°227．

25　論争は1926年6月2日、3日、4日、9日、

　10日、11日の6日にわたって下院で行われ

　た。J．0．，　D6bats　Parlementaires（以下D6b．

　Pと略），Ch．　D．，　s6ances　des　2，3，4，9，10　et　l　l

　juin　1926．

26　契約・取引委員会が議会から、第一次大戦

　中の陸軍省による航空機調達に関する調査の

　付託を受けていた。その結果、ガマール議員

　が報告者となり1926年3月25日付の下院資料

　第2777号の報告書を提出した。J．0．，　Doc．　P，

　Ch．　D．，　s6ance　du　25　mars　l926，　annexe　n°

　2777．

27　ジュピテール・エンジンはイギリスのブリ

　ストル（Bristol）社が開発したものであり、

　それをフランスではグノーム・エ・ローヌ

　　（Gnome　et　Rh6ne）社がライセンス生産して

　いた。

28　陸軍相から副大臣への1924年11月30日付の

　信書より。Cit．　in　J．0．，　Doc．　P，　Ch．　D．，　s6ance

　du　25　mars　1926，　annexe　n°2777．

29　フランスの航空機エンジン産業におけるサ

　ルムソン社の地位はどんなものだったのか。

　　当時、フランスの航空機エンジンメーカー

　各社の業界における地位（政府との大口契約

　の売上高ベース）は後掲第3表、第2図のと

　おりであった。サルムソン社は大手の一角を

　占めながら、最上位層とは言えない、中位の

　メーカーであった。副大臣官房の主張した後

　述の支持政策のねらいからみて、官房は中位

　のサルムソン社を後押しすることにより、よ

　り上位のメーカーも含め業界全体を刺激し、

　競争状態に保つことを目指したのだと思われ

　る（支持政策については第III章参照）。

30　官房から陸軍省への1923年12月22日付の信

　書より。Cit．　in　J．0．，　Doc．　P，　Ch．　D．，　s6ance　du

　25mars　1926，　annexe　n°2777．
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31　J．0．，D6b．　P，　Ch．　D．，　s6ance　du　3　juinL　l　926．

32　Chadea11，　E．，、Oe　BJ47歪o’・∂Dassazalt：histoire

　de　l’industrie　ae’ronautique　en　France，1900－

　1950，Paris，1987，　p．153．

33　　1bid．，　p．84．

34　商業機には通常の飛行機も存在したが、航

　空機のもつ輸送速度の優位性を強く発揮でき

　る海上路線では、万が一の故障の際の安全を

　確保するために多くが水上飛行機であった。

35　なお、機体と比べてエンジンは国際的な競

　争力を保持していた。J．0．，　Doc．　P，　Ch．　D．，　s6－

　ance　du　9　juillet　1928，　annexe　n°617．

36　資料の制約から、他国の航空機産業の時系

　列的推移との比較は困難である。ただし、第

　1表の1913年から1938年にいたる期間のフラ

　ンス国内の売上高の推移を単純に平準化する

　と年成長率は15％に達し、同期間のフランス

　の実質国民総生産の年成長率0．9％をはるかに

　上回っている。国民総生産の成長率の数値は

　cit．　in玉田美治『フランス資本主義　　戦問

　期の研究一』桜井書店、2006年、7頁。

37　フランスの航空機メーカーの全販売額に対

　する国内市場販売比率は1923年に69％、1929

　年に70％であった。そのうち、フランス政府

　市場の比率は1923年に88％、ユ929年に94％で

　あった。Chadeau，　Etat，　entrOprise，　pp．63，66．

38　ただし、第2表と第1図には部品は含まれ

　ていない。なお参考までに、機体・エンジ

　ン・その他（工事など）をあわせた時の15万

　フラン以上の契約が、（中・小口契約を含め

　た）政府の全契約額に占める割合は1929年度

　において約90％であった。Fontvieille，　L，“Evo－

　lution　et　croissance　de　l’Etat　Frangais：1815－

　1969”，、Economies　et　So6ゴ6諺∫，　Cahiers　de　l’IS－

　MEA，　s6rie　AF，　n°13，1977，　p．1778．

39　第3表、第2図にも部品は含まれていない。

40　J．O．，　Doc．　P，　Ch．　D．，2es6ance　du　l3　juillet

　1927，annexe　n°4883．

41　Chadeau，　Etat，　entreprise，　pp．129－133．

42　J．0．，Doc．　P，　Ch．　D．，　s6ance　du　ll　aodt

　1926，annexe　n°3399．

43　ただし、ドイツはここでは調査対象国に含

　まれていない。WagenfUhr，　R．，　Die　Flugze　ugin一

　dustrie　der　Anderen，　Hamburg，1939，　S．205．

44　Thomas，　oP．cit．，　pp．9－38．　J．0．の、各年度の

　予算編成のための財政委員会による報告にも

　繰り返し指摘されている。

45　J．0．，Doc．　P，　Ch．　D．，　s6ance　du　9　juillet

　1928，annexe　n°617．　J．0．，　Doc．　P，　S．，　s6ance

　du　l4　d6cembre　1928，　annexe　n°758にも同様

　の表現がある。

46　シャドーは航空機産業のメーカーの経営危

　機が1924年末に明らかになったとしている。

　Cit．　inベルトラン／グリゼ著　原輝史監訳

　　『フランス戦問期経済史』、早稲田大学出版

　部、1997年、168頁。

47　J．0．，Doc．　P，　Ch．　D．，　s6ance　du　ll　aofit

　1926，annexe　n°3399．報告者はパテであった。

48　J．0．，Doc．　P，　Ch．　D．，　s6ance　du　31　juillet

　1929，annexe　n°2260．

49　1bid．

50　J．0．，Doc．　P，　Ch．　D．，　s¢ance　du　27　ao血t

　1924，annexe　n°511．

51　Thomas，　op．cit．，　p．53．

52　J．0．，Doc．　P，　S．，　s6ance　du　14　d6cembre

　！928，annexe　nQ　758．

53　J．0．，Doc．　P，　Ch．　D．，　s6ance　du　ll　aoat

　1926，annexe　n°3394．

54　JO．，Doc．　P，　Ch．　D．，　s6ance　du　27　aoat

　l924，　annexe　n°521．

55　Cit．　in　J．0．，　Doc．　P，　Ch．　D．，　s6ance　du　ll

　aoat　1926，　annexe　n°3399．

56　Thomas，　op．　cit．，　p．12．

57　J．0．，Doc．　P，　Ch．　D．，　s6ance　du　ll　aoat

　l926，　annexe　n°3399．　J．0．，　Doc．　P，　Ch．　D．，　s6－

　ance　du　12　juillet　l925，　annexe　n°1974にも同

　様の記述がある。

58　J．0．，D6b．　P，　Ch．　D．，　s6ance　du　4　juin　1926．

5g　J．0．，　D6b．　P，　Ch．　D．，　s6ance　du　10　juin

　1926．

60　以下再び主として前出の1926年6月の論争

　およびそれが立脚した報告による。注25、26

　参照。

61　J．0．，Doc．　P，　Ch．　D．，　s6ance　du　25　mars

　1926，annexe　n°2777．

62　J．0．，D6b．　P，　Ch　D．，　s6ance　du　10　juin　1926．
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63　こうした独占への反対論は、上記の論争に

　限らず、議会でたびたび述べられていた。軍

　という最大の顧客に対して、少数の、価格を

　支配する独占的な大企業を成立させるべきな

　のか、あるいは現状のように生産能力が過剰

　になってもより多くの企業を競争させるべき

　なのか、という問題について、次のような意

　見が提出されている。すなわち、開発競争・

　価格競争の促進、産業動員への備えのために

　は、複数企業による競争が必要である、とい

　うものである。J．0．，　Doc．　P，　Ch．　D．，　s6ance　du

　29mars　1923，　annexe　n°326．　J．0．，　Doc．　P，　S．，

　s6ance　du　17　mars　l　925，　annexe　n°160．

64　注26参照。

65　J．0．，D白b．　P，　Ch．　D．，　s6ance　du　10　juin

　1926．

66　ファルマン社は1920年代半ばにおいて機体

　業界でブレゲ社に次いで第2位の企業であっ

　た（第1図参照）。また、問題の110A2型偵察

　機は業界1位のブレゲ社の、大戦中から1920

　年代前半にかけての主力機　　ブレゲ14A2型

　機　　を代替するために開発されたものであ
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69　1bid．

70　J．0．，D6b．　P，　Ch　D．，　s6ance　du　2　juin　1926．
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　P，Ch．　D．，　s6ance　du　25　mars　1926，　annexe　n°

　2777．
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78　　Chadeau，　Etat，　entrel）rise，　p．555．

79　J．0．，D6b．　P，　Ch，　D．，　s6ance　du　3　juin　1926．
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83　J．0．，D6b．　P，　Ch．　D．，　s6ance　du　10　juin

　l926．
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　には、この政策を直接担った技術局等の当局
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　　前章末で触れたとおり、技術局はメーカー

　を支配したがった。ところが同時に、当の技
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